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特集　日本型経済システムと構造改革

日本経済の潜在成長率＊

吉　川 洋

　潜在成長率を考えるときスタンダードなアプローチは「成長会計」であるが，この論文では「需要」

の役割を強調する．わが国では労働力人口の減少に大きな関心が寄せられているが過去の経験に照ら
すとこれは日本経済の成長率を決定的に左右する要因ではない．重要なのは資本と技術進歩である．

スタンダードなアプローチでは資本蓄積は家計の貯蓄率によって決まると考えるが，投資を決めるの

は財に対する需要であり，需要の成長を決めるのは新たな財／セクターを生み出すイノペーシ日ンで
ある．イノペーシ日ンは全要素生産性（TFP）とは独立に需要を創出することにより成長率を高める．

1．はじめに

　戦後の経済成長率（実質GDP）を概観すると，

成長率の長期的低下傾向が観察される（図1）．

高度成長期1956－70年の平均成長率は約10％，

第1次オイル・ショック後「安定成長期」とよ

ばれた1975－90年は4％，そして「平成不況」以

降1992－98年の平均成長率は1％である．本稿

ではこうした過去の経験をふまえ日本経済の潜

在成長率について考察することにしたい．とり

わけ「潜在成長率」という概念について「サプ

ライ・サイド」からのみ考えるスタンダードな

アプローチを批判的に検討し，それと異なるも

う一つの考え方を提示することが本論文の目的

である．

　いつの時代でも将来の経済成長率に大きな関

心が持たれることは自然なことかもしれない．

しかし1990年代に入り「潜在成長率」について

の関心が俄に高まってきた背景にはいくつかの

事情があるように思われる．1つは90年代に

入ってからの日本経済の長期的低迷，もう1つ

は21世紀に急速に進む高齢化が身近になった

ことである．

　90年代に入ってからの日本経済の低迷は「不

況」という言葉で表されることが多い．しかし

1991年2月に景気が「山」をつけ「平成不況」

が始まって以来10年に及ぶ経済の停滞は多く

のエコノミストの間に，これほど長期の「不況」

は「循環的」（cyclical）なものではありえない，

何か「構造的」（structural）な原因があるはず

だ，という考え方を生み出した．日本経済の

「潜在成長率」が90年代に入ってから低下した

という主張はそうした考え方を代表するもので

ある．実際既にみたとおり，平均成長率は「安

定成長期」の4％から1％へと低下した．90年

代に入り日本経済は何故これほど停滞している

のか．潜在成長率の低下はこの謎を解く鍵を提

供するかもしれない．こうした考えに基づき

「潜在成長率」がエコノミストの関心を引くよ

うになった．

　もう1つ本格的な高齢化社会が身近に迫った

ことも潜在成長率に対する関心を高めている．

経済成長率は年金財政に大きな影響を与える．

高齢化の進行すなわち65歳以上人口の増大と

労働力（現役世代）人口の減少は，「賦課方式」に

よる公的年金制度に困難をもたらす．しかし高

齢化が年金財政にどれほど困難をもたらすか，

逆にもたらさないかは経済成長率とりわけ「技

術進歩」に大きく依存する．

　われわれは2節でまずスタンダードな潜在成

長率についての考え方を検討する．つづいて3

節でスタンダードな考え方とは違い需要サイド

に力点を置いた考え方を説明することにしたい．

2．成長会計　　サプライ・サイドからの分析

　潜在成長率の計測方法として最もオーソドッ

クスなのはSolow（1957）に端を発する「成長会

計」（Growth　Accounting）に基くものである．
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図1．実質GDPの成長率
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Solowは次のようなマクロ的生産関数を考え
る．

　　K＝．4‘F（凡，ム）　　　　　　　　（1）

γは実質GDP，κと五は資本および労働の投

入量，AはK，五の投入では説明できない「残

差」としての「技術進歩」である，

　競争的な市場では資本r労働の対価はそれぞ

れの価値限界生産に等しくなるから，（1）より

次の式を導くことができる．

葺一会＋・（菰κご）＋（・一・）（砦）（・）

αは資本分配率，1一αは労働分配率を表わす．

r，κ，しのデータは正確な計測が大きな問題

であることはいうまでもないが一応存在するか

ら，（2）を変形した次の（3）式によりわれわれは

観察できない「技術進歩率玉4！、4を計測するこ

とができる．

　　会1一影・（瓦κ亡）一（・一・）（会）（・）

．4の成長はHicks中立的な「技術進歩」である．

これは労働だけではなく資本をもコントロール

した，すなわち全ての生産要素の投入をコント

ロールした上での技術進歩という意味で通常

「全要素生産性」（Total　Factor　Productivity＝

TFP）とよばれる．

　さて何らかの方法により将来の労働力L，資

本κそして技術進歩Aの成長率を推定するこ

とができれば（2）式によりわれわれはγの「潜

　1980　　　　　1985　　　　　1990　　　　　1995　　1998

在成長率」を求めることができる．こうした潜

在成長率の計測は生産関数と生産要素の投入量

に基くものであるからサプライ・サイドからの

アプローチということができる．この計測方法

にとっては，資本／労働投入量およびTFPの

伸びをどのように推定するかが鍵となることは

いうまでもない．とりわけ日本経済については

次の諸点が問題にされてきた．

　（1）労働インプットの推移は，（a）生産年齢

（15－64歳）人口の変化，（b）労働力率（＝労働市

場参加率）の動向，（c）労働者1人当りの労働時

間という3つの要素によって決まる．このうち

生産年齢人口の推移は今後の出生率に依存しな

い2015－20年という範囲で考えるかぎり最も正

確に予測できる．よく知られているとおりわが

国では今後急速に高齢化が進み生産年齢人口は

純減していく．すなわち1995年に8710万人で

あった生産年齢人口は2015年には7660万人ま

で減少する（厚生省推計）．20年間の平均成長

率（年率）はマイナス0．6％である．

　「労働力率」については男子77．7％，女子50．4

％（97年）であり，いまだ男女間でかなりの格差

が存在するD．したがって女子の労働力率は今

後も上昇する余地が残されている．また労働時

間については，先進国における「国際標準」で

ある年間1，800時間へ向けての「時短」が今後

どのように進捗するかがポイントになる．

　（2）資本ストックの伸び，すなわち投資は事
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後的にみれば貯蓄に等しい．高齢化社会の進展

はスタンダードなライフ・サイクノレ理論に基づ

くかぎり貯蓄率＝資本蓄積を低下させるはずで

ある．しかし現実には高齢者の貯蓄率の低下は

必ずしも観察されない．「家計調査」ベースの

家計貯蓄率は90年代に入っても上昇をつづけ

ているし，70年代央以降低下傾向にあった

SNAベースの家計貯蓄率も90年代は一定水
準を保っている．

　（3）TFPの予測は最も難しいが剛胆図2か

らもわかるとおり90年代に入りその成長率は

低下している．ただしよく知られているとおり

TFPは成長率と高い相関をもつ．低いTFP
の伸びには低成長の「結果」も含まれているで

あろう．

いくつかの推計

　「成長会計」に基く潜在成長率の推計は数多

く存在する．基本的な考え方は同じであるがい

くつかの推計結果を紹介することにしたい．

　日本開発銀行（1993）では実質GDPを労働イ

ンプット五と労働生産性λ＝y／五の積に分解

し，両老の将来予測を通して潜在成長率を推計

する．なお生産関数（1）をコブ・ダグラス型と

すれば労働生産性の成長率オ〃1は

吾一（会）＋・㈲　　　（・）

となる（んは資本装備率幻ゐ）．すなわち労働

生産性の成長率はTFPの成長率に資本弾力性

と資本装備率の伸び率の積を加えたものに等し

し、。

　開銀の推計は労働生産性の伸び率は1980年

代の平均3．1％に等しいと想定し，労働インプ

ットの予測に分析の主眼を置いている．すなわ

ち分析の中心は生産年齢人口，労働力率（女子

労働力人口が有効求人倍率に反応すると仮定），

失業率（逆にいえば就業率），労働時間（2000年

に年間労働時間1800時間達成）についての予測

である．「インフレを加速させない範囲内での

最大の成長率」を「潜在成長率」と定義し，有

効求人倍率が1のときの労働力率，失業率を用

いて労働インプットの推移を予測している．

研　　究

　開銀推計ではいくつか異なる想定を置いて分

析を行っているが，結果は概ね安定している．

例えば資本／労働の生産要素の代替を考慮し，

2000年に年間労働時間1800時間が実現してい

るという過程に基づく推計では，5年ごとの平

均潜在成長率は2000－2005年，2．8％，2005－

2010年，2．7％，2010－2015年，2．4％となっている．

　開銀推計では労働投入量の動向に大きな注意

が払われ，ていた．次に紹介する松浦ほか（1998）

でも論文の副題が「高齢化等に伴う労働投入量

減少の影響を中心に」となっていることからも

わかるように労働投入量の動向が分析の中心に

据えられ，ている．労働投入量の予測は基本的に

開銀推定と同じ考え方に基づき行われている．

その上でこれに労働分配率（（2）式の1一α）を掛

けることによって労働投入量の変化が潜在成長

率に直接的に与える影響（あるいは「部分的」な

影響）を計測している．標準的なケースでは

1997－2025年について，潜在就業老数減少の寄

与度（年平均）一〇．13％，潜在労働時間短縮の寄

与度一〇．22％，両者の合計としての潜在GDP

成長率への影響一〇．35％という結果がえられて

いる．

　以上はあくまでも労働投入量の変化が直接的

にGDPに与える影響をみたものである．松浦

ほか（1998）は進んで人口の変化が資本蓄積に与

える影響をも考慮している．分析に使われてい

る理論的なフレームワークは標準的なRamsey

型最適成長モデルである．

　労働投入量の成長率が落ちると最適な資本蓄

積はどのような影響を受けるだろうか．労働投

入量の成長率が落ちると既にみたようにそれに

対応してGDP（所得）の成長率は下落する．も

し資本蓄積のペースすなわち貯蓄＝投資の成長

率が変らなかったとしたらそれは所得の成長率

より高くなるから貯蓄性向は上昇しつづけるこ

とになる．このとき消費は0に向かって漸減し

ていくのでそうした成長経路が最適でないこと

は容易に示すことができる．結局労働投入量の

成長率が落ちると最適な資本蓄積率も下落する．

松浦らの推計では，資本投入量の成長率鈍化が

もたらす潜在成長率の押し下げ効果は2025年
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まで年壮均一〇．34％となる．労働投入量のマイ

ナス効果一〇．51％と合わせた全体としての潜在

成長率への影響は一〇．85％である．

　以上2つの推計では政府部門は捨象されてい

るが，経済審議会（1996）は社会保障制度の改革

シミュレーションを分析の主目的としているた

め民間の家計・企業のほかに政府（中央・地方），

社会保障基金，海外を含み4部門からなるモデ

ルである．しかし分析が専らサプライ・サイド

からなされている点では前記2つの分析と同じ

である．この点は報告書に次のように明記され

ている．「このモデルは経済の動向を長期的に

分析する計量モデルであるため，産出水準（実

質GDP）は資本ストック，労働供給，全要素生

産性といった供給サイドの要因で決定される．」

　家計についてはライフ・サイクル仮説に基づ

き高齢化の進展により消費性向が上昇，逆に貯

蓄率は低下していくと定式化されている．住宅

投資も高齢化により減少するが，それは金利め

関数でもある．企業の設備投資については貯蓄

関数とは別に「投資関数」としてモデル化され

ており，資本ストック，資本コスト等の関数と

なっている．政府部門とは別に社会保障基金部

門も考え，年金，医療，介護，雇用別にモデル

化している．いずれの式も1970－93年の年次デ

ータを用いて推計を行い，それに基づき2025

年度までのシミュレーションを行っている．

　このように経済審議会の分析では公的部門を

詳細にモデル化し，貯蓄関数とは別に投資関数

を考え利子率も内生変数とするなどモデルが複

雑であるためにどのような変化がどのような経

路を通して一定の結果を生み出しているのか明

らかではない．しかしとりあえず推計結果をみ

ると社会保障制度の改革と財政赤字の削減がな

されない（報告書にいう「現行ケース」）では

200HO年，2011－25年の平均成長率はそれぞ

れ1．9％と1．1％，これに対して社会保障制度を

改革した場合は1．9％と1．4％，さらに財政支出

の抑制をも行うと1．9％と1．2％となっている．

　経済審議会の分析では社会保障制度の改革と

財政支出の抑制を行わないと「国民負担率」が

急上昇し「破局」をむかえることが強調されて
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おり2），成長率の動向そのものに主要な関心が

あるわけではない．しかし上記の推計は概ね

21世紀最初の10年間の潜在成長率は2％弱，

2011－25年ではそれぞれ’が1％まで低下するこ

とを示している．

　以上われわれは潜在成長率に関するスタンダ

ードな一すなわちサプライ・サイドからの分

析結果を概観した．3つの分析は細部では非常

に異なるが，いずれも労働力人口の減少，高齢

化の進行という要因を分析で中心に据えている

ように思われる．この点をわれわれはどのよう

に評価するべきであろうか．唯一の手がかりは

過去における実際の経験である．そこで図2を

みよう．

　図2は実質GDPの成長率を，資本・労働投

入量およびTFPの寄与度に分解したものであ

る（上記（2）式）．製造業／非製造業別また時期

別に違いがあるがこの図から次のようなことを

読みとることができる．すなわちわが国の実質

GDPの成長率の圧倒的な部分を説明するのは

TFPと資本の寄与である．労働投入量の変化

が直接的に成長率を説明する部分は小さい．例

えば高度成長をしていた60年代の成長率11．1

％（全産業）の寄与率分解は，資本6．9％，TFP

3．7％，労働0．4％である．70年代から80年に

かけて成長率は11％から4％へと低下したが，

労働投入量の寄与はほとんど変っていない．

TFPと資本の寄与率の低下が成長率低下のほ

とんど全てを説明しでいるのである．非製造業

では製造業と比らべて全体としてTFPの寄与

が小さいが，「主役」は資本であり労働の寄与が

小さいということに関しては製造業と基本的に

変りはない．

　TFPの計測結果は必ずしも安定していない

から平成10年『通商白書』による図2の数字を

文字どおりにとることはできない．しかし松浦

ら（1998）が行った要因分解（1976－96年につい

て5年ごとの分解）をみても労働投入量の寄与

率はやはり相対的に小さい．成長会計に基づく

TFP，資本，労働の寄与度分解は因果関係を明

らかにするというよりは事後的に経済成長を整

理したものであるが，多くの寄与度分解の結果
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　　　　　　　　　図2．日本の産業別実質GDP伸び率の要因分解
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　　3．それぞれ採用期間の平均伸び率及び寄与度．

　　4．全産業及び非製造業ともに政府及び対家計民間非営利サービスを除いた数値．

資料）　経済企画庁「国民経済計算年報」「民間企業資本ストック」，労働省「毎月勤労統計」，通商産業省「通産統

　計」より通商産業省試算．

出所）　平成10年通商白書．

は労働投入量の寄与度が小さいことを示してい

る．したがって少なくとも日本経済の潜在成長

率を考える際に鍵となるのはTFPと資本蓄積

であると言うことができるだろう．

　わが国ではとかく労働力人口の減少が問題に

されるが，過去の経験に照らすかぎりそれは経

済成長率の動向を説明する決定的な要因ではな

いのである．労働が（生産年齢）人口の減少，高

齢化の進展を問題にする場合もそれ，はTFPや

資本蓄積に与える影響を通して間接的に問題に

しなければならない．

　こうした観点から先に紹介したサプライ・サ

イドの実証分析をもう一度ふり返ることにしよ

う．まず第一にいずれの分析でもTFPは明示

的に扱われていない．「技術進歩」をモデノレ化

するのは難しいからこの点は置くとして，最大

の問題は資本蓄積をどのようにモデル化するか

である．サプライ・サイドの分析では資本蓄積

は家計の貯蓄によっ七決まると想定されてい

る3）．高齢化の進展，生産年齢人口の減少はラ

イフ・サイクル理論に基づくかぎりマクロの家

計貯蓄率を低下させるからそれは資本蓄積を鈍

化させ経済成長率を低めるだろう．Ramseyモ

デルにおいても松浦ら（1998）が推計したように

労働投入量の成長率（自然成長率）の低下は最適

な資本蓄積率を低下させ成長率を低める．

　たしかに貯蓄率と経済成長率の間には長；期的

に正の相関があることは多くの実証研究が示し

ている．例えばBosworth（1993）は1960年代

から80年代のOECDのデータを用いて，経済

成長率が貯蓄率を決定する最も重要な要因だと

いう結果をえている．しかし両者の間に正の相

関がみられても因果関係は必ずしも明らかでは

ない．とりわけ「技術進歩」が成長の源泉とし

て大きな役割を果たしているときには成長率と

貯蓄率の間の「因果関係」は全く明らかでない

のである．実際スタンダードなRamseyモデ

ルにおいても技術進歩によって成長率が変わっ

たときには，異時点間の消費の代替の弾力性が

大きいと成長率と貯蓄率の関係は負になる（例

えばCarroll　and　Wei1（1993））．既に指摘した

とおり90年代に入ってからの10年，低成長の

中で家計貯蓄率は上昇ないし下げ止まりをみせ

ている．

　以上われわれはサプライ・サイドから潜在成

長率をモデル化するときの問題点にふれた．3

節では180度視点を変えて需要側から経済成長

の問題を考えることにしたい．
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　　日本経済の潜在成長率

図3．代表的な産業の成長プロセス

1960 1965 1970

データ）　経済企画庁「国民経済計算年報」，

　　　「生産者価格表示国内総生産（実質値）」．

3．需要と経済成長

1975

　スタンダードな経済学すなわち新古典派理論

によれば経済成長は専らサプライ・サイドによ

って決まる．2節で紹介した「成長会計」に基

づく潜在成長率の推計はいずれもこうした新古

典派のフレームワークの中で行われている．本

節では需要を経済成長のエンジンとする新しい

アプローチを提唱することにしたい．

　個々の生産物／産業の成長が「需要の飽和」

によって鈍化することはよく知られている．車

でも家電製品でも何でもよい，生産量の推移を

時間を横軸にとってプロットするとS字形の

カーブがえられる．個々の製品ではなく産業を

とってもその成長は同じようにS字形を描く．

図3はわが国の代表的産業の成長を描いたもの

である（縦軸は実質生産の自然対数値）．いずれ

の産業にもS字形成長パターンが観察される．

　こうした生産物／産業の成長鈍化は生産面に

おける収穫逓減というよりもむしろ需要の成長

鈍化による所が大きい．車や家電製品など耐久

消費財の多くは1つの家計にとって1台ないし

2台で飽和する　　2台以上の洗濯機を持つ家

計はほとんどないだろう．したがってそうした

財の需要は「普及率」が高まるのと並行して必

然的に鈍化する．

　所得の上昇とともに食料費の比率が低下する

1980 1985 1990

P蔑棄．…
：＋卸亮・小売1

…工馨

；毫魏
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ことを主張する有名な「エンゲル法則」も食料

の需要が必然的に成長鈍化することに基く．ス

タンダードな経済成長理論ではこうした基本的

な経験法則，個々の製品／産業の成長は需要の

鈍化によりS字形の成長パターンをとるとい

う事実が全く無視されている．Grossman／

Helpman（1991）など「新しい」成長モデルには

多数財モデルが多いが，そこでは全ての財が

「対称的」であり，全ての財の需要の所得弾力性

は1，したがって各財への支出が所得にしめる

シェアは一定という仮定が設けられている．こ

うした仮定は先にみたような基本的な経験法則

と矛盾する．「古い財」の所得弾力性は一般に

小さく，逆に「新しい財」はある段階までは所

得の増大とともに著しく需要が伸びる．木炭と

パソコンの所得弾力性が共に1であるというよ

うな仮定がナンセンスであるということは改め

て説明するまでもないであろう．

　以下ではAoki／Yoshikawa（1999）による経

済成長に関する理論モデルの骨子を簡単に説明

することにしたい．このモデルでは需要の鈍化

とそれを打ち消す需要の創出が決定的な役割を

果たす．各財の生産量は需要によって決定され

る．「財」は産業ないしセクターと解釈しても

よいのだが以下では便宜上「財」という言葉を

使うことにしよう．各財の需要は初めは急成長

するがやがて成長が鈍化する．需要のS字形
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成長は「定式化された事実」であり，これがこ

のモデルの出発点になる．なお理論的分析を進

めるために各財の需要の成長については「ロジ

スティック成長」（logistic　growth）を仮定する．

財の生産が行われる中で時折新たな財が誕生す

る．そうした新しい財の誕生は確率的でポアソ

ン過程に従うものとする．

　生産面については「収穫一定」，具体的には資

本ストックκについていわゆるAK型の生産

関数を仮定する．したがって資本が蓄積されれ

ばそれだけ経済は成長する．しかし生産は需要

によって頭を押さえられ’ており需要の成長は既

に述べたとおり時間とともに鈍化する．既存の

財の生産の成長率は次第に低下していく．新し

い財の誕生は何よりも需要の成長率が高い財の

誕生を意味する．新しい財が生まれなければ成

長率が低下せざるをえなかった経済の成長率は，

需要の伸びが大きい新しい財の登場によって低

下を免れることになる．

　このモデルでは生産関数はy＝、4んであり

技術ファクターAは一定である．したがって

通常の意味における「技術進歩」すなわち「全

要素生産性」（Total　Factor　Productivity＝

TFP）の成長はゼロである．しかし「技術進歩」

は需要の伸びが大きい新たな財（産業・セクタ

ー）を生み出すことにより成長に貢献する．実

際このモデルでは新たな財を生み出すイノベー

ションの力が定常状態において経済成長を生む

究極的な要因になる，いずれにせよこのモデル

では，同じだけ生産要素を投入したにもかかわ

らず前より多くのアウトプットが生み出され’る

ことを可能にするサプライ・サイドにおける

「技術進歩」ではなく，需要の伸びが大きい新た

な財を誕生させるという意味で技術進歩（ない

しイノベーション）の「需要創出」（demand　cre・

ation）効果が重要な役割を果たす．以下こうし

たアイデアに基く理論モデルをもう少し具体的

に説明することにしよう．

　それぞれの最終財の生産量〃は需要量Dに

等しくなる．

　　〃＝1）　　　　　　　　　　　　　（5）

需要DはS字形の成長経路（ライフ・サイク

研　　究

ル）をもっと仮定する．これはわれわれのモデ

ルの出発点である．分析を進めるためS字形

の成長を表わす代表的なモデルである「ロジス

ティック成長」（logistic　growth）を仮定する．

ロジスティック成長モデルは次の式で表わされ

る．

　　　　　　　　　μ∠）o
　　Dオ＝　　　　　［δDo十（μ一δDo）θ一μ亡］　　　　　　　（6）

　　　　　（μ〉δ＞0）

D。がD亡の時点0における値（初期値）である

ことは容易に確かめることができる．また（6）

式によれば1）、の成長ははじめは指数関数的に

加速していくが，やがて減速に転じ成長率はゼ

ロに漸近する．D，の「天井」はμ／δで与えら

れる．なおロジスティック成長は「出生率」が

μ，「死亡率」がδηであるような「出生／死亡

過程」（birth／death　process）における個体数π

の期待値の動きを表わしていると解釈すること

もできる4），

　さて個々の財の生産量〃は需要Dに従いロ

ジスティック成長する．したがって個々の財の

成長率は漸近的にはゼロになる．しかしこのモ

デルではポアソン過程により新たな財が誕生す

る．このことを次に説明しよう．

　新しい財は既存の財を生産することによる学

習効果を通して確率的に誕生するものとする．

具体的には最終財が’時点でNあるとき新し

い財が’と’＋∠’の間に生み出される確率は

λM’（λ＞0）であると仮定する．新たな財の誕

生は既存の財の生産を通じた「分岐」にほかな

らないので「生起率」はNに比例する．Nが

多ければ多いほど1つ新しい財が生まれる確率

は高くなる．λは既存の財の生産の中から新た

な財を生み出すイノベーションの強さを表わす

パラメターである．はじめに述べたとおり

「財」は新しい「産業」ないし「セクター」と解

釈してもよい．

　以上の仮定の下では時点’でN種類の財が

あり’と’十漉の間にN十1番目の新しい財

が誕生する確率は
　λ1＞iζ2（1＞，’）∠1∫；λ1＞≧～一λ診（1一ε一λ‘）1v－1∠1渉　　（7）

となる．（7）式のQ（N，のは時点’に財の数が
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　　　図4．財／産業に対する需要の成長パターン

　財／産業に対する需要

天井

μ／δ

／
〉　時間

である．このようにこのモデルでは定常状態に

おける成長率は新しい財／セクターを創出する

イノペーシ日ンの力λに等しくなる5）．

　成長率は当初定常状態における成長率λよ

0 τz τ3　　τ4 τ

　　注）　τごは財／産業が誕生した時点．

　　出所）Aoki／Yoshikawa（1999）．

Nである確率である．

　過去の時点τ（τ〈のに誕生した財は時点’

までにロジスティック方程式に基き次のように

成長している．

駈（の一δ＋（。一巡）θ一μ・団 （8）

飯（のはτに誕生した財の時点tにおける生産

量である．（8）の初期値すなわちμ，（τ）は一般

性を失うことなく1にノーマライズできる．

　以上がモデルの概要である．図4はこの経済

の動きをイメージ的に表わしている．それぞれ

の財は1たび誕生するとその後はロジスティッ

ク成長する．成長率は初めは加速するが，やが

て減速に転じ最終的にはゼロになる．時折ポア

ソン過程に従い新しい財が登場する．このモデ

ル経済のGDP（総産出量）はどのように成長し

ていくであろうか．総産出量は確率的であるが

以下ではその期待値に注目し，それをγで表

わす．時点’の総産出量γ（のは過去の時点τ

に生まれ，た財の’における産出量〃。（のを足し

合わせたものである．

　GDPの期待値γの成長率gは次式を満たす
（〆（のはロジスティック方程式）．

　ま＝（＆一λ）［2（μ一δ）θ一μヲ（の一μ一9ご］（9）

gの初期値緬はλ＋μ一δである。また（9）式

においてε一μγ（のは0に収束するから漸近的

な成長率はλであることがわかる．すなわち

　　与撃一妾12一・　　　（1・）

りμ一δだけ高いがやがて減速しλまで低下す

る．λ十μ一δから出発し成長率gがどのよう

にλまで低下していくか＆の時間経路はμ，

δ，λに依存して決まる．λは定常状態の成長率

だけでなくそこに至る時間経路にも影響を与え

る．このモデルでは個々の財／産業／セクター

の成長率は需要が「天井」に近づくにつれ必然

的に低下する．それに代って高い伸びを示す新

しい財／産業が誕生する．新しい財／産業の成

長率がどれほど高いかはパラメターμ／δの大

きさによって決まる．いずれにせよ需要が著し

く伸び高い成長率をもつ新しい財／産業がこの

経済の成長を支えるのである．

　こうしたモデノレによれば経済史家がしばしば

1つの国の経済成長のプロセスで中核的な役割

を果たしたりーディング・セクターないしキ

ー・ Cンダストリーを論じてきたことも容易に

理解できる．例えばRostow（1960；pp261－

62）は次のように言っている．

「広く歴史的な事実をも考慮に入れて各国

経済の成長パターンを調べてみると2つの

事実が直ちに明らかになる．

（1）それぞれの時期について各セクターの

成長率は非常に異なる．

（2）経済全体の成長は各時点で極端に急成

長する幾つかのキー・セクターに直接的・

間接的に強く依存しているといえる．」

既に述べたとおりリーディング・セクターの力

強さはこのモデルではμ／δ（ロジスティック成

長の天井）によって表わされる．

　スタンダードな新古典派成長理論では経済成

長を抑制する基本的な要因は資本の限界生産の

逓減である．これに対して本節で説明したモデ

ルでは需要の「飽和」が成長を抑制する基本的

な要因になっている．また通常のモデルでは技

術進歩は「全要素生産性」（Total　Factor　Pro一
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ductivity）として理解される．これに対してこ

こで説明したモデルでは仮定によりTFPの伸

びはゼロである．したがって通常の意味での技

術進歩は存在しない．

　2つの技術進歩の概念がどのように違うかは

携帯電話やパソコンなどの例を考えれば容易に

理解できるであろう．TFPは携帯電話やパソ

コンを生産する際に資本・労働の投入量が前と

同じでもより多く生産することができるように

なることを意味している．本節で紹介したモデ

ルは，携帯電話やパソコンの’「生産」にはたと

えTFPの伸びがなかったとしても，そうした

需要の伸びが大きい財を生み出すことそれ自体

が経済成長を生み出すことを主張している．こ

れ，がイノベーションの「需要創出効果」にほか

ならない．

　このようにイノベーションは需要の伸びの大

きい新しい財／産業を生み出すことにより成長

に貢献する．「イノベーション」という言葉の

生みの親であるSchumpeter（1934）はイノベー

ションには次の5つの種類があると言った．す

なわち（1）新しい財の導入，（2）新しい生産方法

の導入，（3）新しい市場の開拓，（4）原材料の新

たな供給源の開拓，そして（5）新しい組織の創

造である．Schumpeterのいう1番目と3番目

のイノベーションはどのようにして成長を生み

出すか，この点を理解する理論モデルとしては

ここで紹介したモデルが最も自然なものである

ように思われる．

　TFPとは異なる需要の伸びの大きい新しい

財／セクターを創造するという意味でのイノベ

ーションは現実の経済成長を理解する上でも重

要な視点を提供する．例えばYoung（1995）は

香港　シンガポール，韓国，台湾の成長プロセ

スではTFPの貢献はそれほど大きくなく，資

本と労働の投入がこうした国々の著しい成長の

大半を説明することを実証的に示した．この事

実は東アジアの成長の「奇跡」は「神話」であ

り持続可能ではないというKrugman（1994）の

議論によって広く世間に知られることになった．

しかしたとえTFPの伸びが異常に高くなかっ

たとしてもこうした国々における著しい成長

研　　究

（25年もの長きにわたる8－10％成長）は需要の

伸びが大きいセクターが次々に誕生したこと

　　本節のモデルでいえばμ／δとλが大きい

ことによって説明されるべきではないのか．こ

うした国々はいずれも高度成長期以前の日本と

同じように半農業国として出発したわけだが，

高い成長は農業国のままに達成されたはずはな

い．農業からエレクトロニクスへの転換は仮に

TFPの伸びがそれほど大きくなかったとして

もそれ自体イノベーションなのである．また東

アジアのNIC諸国では（隅々）高い需要の伸び

（大きいμ／δ）が「輸出」によって実現されたか

らそうした国の成長はしばしば輸出主導にみえ

るのである．

　1990年前に入ってからの米国経済の3％成

長を「情報・通信革命」と結びつけずに理解す

ることも不可能であるように思われる．しかし

情報・通信技術のTFPに対する寄与は思いの

ほか小さくそれは「パズル」とされている．本

節で紹介したモデルによれば，情報通信革命は

TFPというよりも需要創出を通して成長に貢

献したものと考えられる．

　経済成長は「長期」の問題だからサプライ・

サイドの要因で決まる，というのが経済学にお

けるスタンダードな理解である．しかし本節で

は既存の財／産業／セクターの需要の鈍化が成

長を制約するようなモデルを説明した．需要が

伸びれば資本も蓄積され成長が起きる．既存の

財／セクターの需要はS字を描きながら減速

するから成長を持続させるのは高い需要の伸び

をもつ新しい財／セクターの創出である．そう

した需要を創出するイノベーションの力こそが

経済成長の源泉にほかならない．その意味で

「長期」的な経済成長のプロセスでは「需要」の

問題は二義的だと考えるスタンダードな理論は

経済成長の本質を把えることに成功していると

は言えない．

おわりに

　21世紀の初頭2000－2025年の日本経済の潜

在成長率はどのようなものであろうか．スタン

ダードな成長会計によるアプローチは要素投入
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とTFPに注目する．とりわけわが国では潜在

成長率の議論をするときに最も注目されるのは

労働力人口の減少である，Kosai，　Saito，　Ya－

shiro（1998）では減少する労働力人ロへの「対

抗力」として出生率の内生化が試みられている

ほどである．こうしたobsessiveともいえる労

働力人口減少へのこだわりが広く存在する一方，

過去における実際の経験をみると労働投入量の

成長への直接的寄与は著しく小さい．日本の経

済成長を考えるとき鍵となるのは資本と技術進

歩である．

　3節では需要の成長率を分析の中心に据えた

理論モデルを紹介した．このモデルによれば需

要の伸びの大きい新しいセクターをどれだけ生

み出せるかに経済成長はかかっている．人口の

減少や高齢化が日本経済の将来にとって重要で

ないというわけではない．しかしそうした

demographicな変化が需要の動向，資本蓄積に

どのような影響を与えるかという点を通して潜

在成長率は考えられなければならない．スタン

ダードなアプローチでは資本蓄積は家計の貯蓄

率　　これは高齢化により低下する　　によっ

て決まると考える．3節で紹介したモデルでは，

資本蓄積は企業の設備投資で決まり，それを決

めるのは新たな財／セクターを生み出すイノベ

ーションである．イノベーションはTFPとは

別に需要を創出することにより成長率を高める．

　　　（東京大学大学院経済学研究科／経済学部）

　注

　＊　本論文は平成11年度科学研究費（課題番号
10430002）による研究プロジェクトの一部である．論

文を完成する上で東京大学大学院経済学研究科セン

ター研究支援室の富井瞳，同計算機室井谷真両氏に

助けていただいた．両氏に感謝したい．

　1）　ただし「労働力率」は「労働力人口」を「生産

年齢人口」ではなく「15歳以上人口」で割ったもので
ある，

　2）　なお著者もメンバーの1人であったワーキング

グループ内ではこうしたシミュレーション結果につい

て合意がえられなかった．そのために「国民負担率」

と経済成長率の関係についてはマイナスという考え方

と「関係なし」とする考え方と両論が併記されること

になった．またシミュレーション結果についても「こ

うした試算は計量モデルの定式化などによって変わり
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うるものであり，ある程度の幅をもって理解すべきで

ある」という一文が加えられた．しかしこのシミュレ

ーション結果は1996年から97年にかけて「破局のシ

ナリオ」というキャッチ・フレーズの下に財政再建路

線のプロパガンダとして最大限利用されることになっ
た．

　3）　ただし経済審議会（1996）で用いられている計量

モデルには投資関数がある．

　4）　こうした需要のシフトの「ミクロ的基礎づけ」

についてはAoki／Yoshikawa（1999）を参照されたい．

　5）　ポアソンの仮定により新しい財／セクターが創

出される確率λは一定である．Aoki／Yoshikawa
（1999）ではこの確率が時間の経過とともに小さくなる

ケースも分析している．そのときには成長率は漸近的

に0に収束する．
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